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N R I  N E W S

する事業者が、食品加工や外食事
業のノウハウを持つ企業と提携し
て自ら外食事業を始める事例が見
られる（農林漁業の 6 次産業化）。
また、IoTのセンサーを利用して
厩
きゅう

舎
しゃ

環境や家畜の行動を検知し
たり、AIによって家畜の健康管
理や繁殖期予測を行ったりするな
どの生産革新も実現されている。
このような事例は、畜産業に限ら
ず他の産業においても、また全国
的にも見られている。これらは地
域企業の新しい事業機会であると
同時に、地域金融機関にとっての
事業機会でもある。

地域企業を取り巻く事業環境は
複雑性・不確実性を増し、また変
化も速いが、金融機関にとっては、
地域企業の新しい事業機会を把握
してタイムリーに事業支援につな
げることが、これからの収益向上
にとって肝要となる。すなわち、
地域産業の現状を把握し将来を予

地域の事業機会を把握する
少子高齢化、都市部への人口流

出などを背景に、地域経済は縮小
傾向にある。加えて、超低金利の
長期化や金融機関同士の競争の激
化により、地域金融機関は厳しい
経営環境に置かれている。たとえ
ば、金融庁の「金融仲介の改善に
向けた検討会議」が2018年 4 月11
日に発表した報告書では、既に過
半数の地域銀行が本業（貸し出し・
手数料ビジネス）において赤字（16
年度決算）であるとしている。ま
た、地域からの収益の減少がさら
に進むと、本業で採算が取れる銀
行がない都道府県の数は約半数に
上ると予測している。

しかしその一方で、このような
厳しい経営環境の下でも、地域活
性化の施策や技術の進展などによ
り、地域に新しい事業機会がもた
らされていることも事実である。
たとえば畜産業では、肉牛を生産

測することにより地域企業の事業
機会を的確に捉え、先行的かつ機
動的に融資ポートフォリオを組み
換えることである。

従来、地域産業の動向や構造の
分析を行うに当たっては、出所や
様式の異なるさまざまなデータを
手作業で取得する必要があった。
しかし現在では、データの取得や
分析の作業を自動化し、幅広い地
域産業を対象とした分析をタイム
リーにできるようになってきてい
る。以下では、地域金融機関がい
かにして地域企業の事業機会を機
動的に捉え、それをどのように効
果的に自社の活動へつなげていく
べきか、その考え方と方法につい
て述べる。

「エリア経営インテリジェンス」
とは

現在、多くの金融機関では、自
社の経営企画部門や調査部門によ
る情報の収集・分析、外部企業が
発行する調査レポートの調達など
を通じて地域産業の動向を把握
し、経営意思決定の一助としてい
る。しかしそれらの情報は、特定
の地域や産業を対象とした定期的
な定点観測によって得たものであ
り、最新の情報ではなかったり、
地域や産業に偏りがあったりする

地域金融機関にとって、地域経済の縮小は事業機会への
マイナス要因と見られがちだが、必ずしもそうではない。
重要なのは、いかにして地域産業の動向を的確に捉え、融
資ポートフォリオの最適化と活動施策への落とし込みにつ
なげるかということである。本稿では、こうした取り組み
を支える仕組みについて提言する。
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「エリア経営インテリジェンス」のすすめ
地域産業の実態に即した金融機関の活動最適化
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ことが多い。すなわち、新しい情
報が欲しいタイミングで手に入る
ようにはなっていない。

本来、金融機関は、地域ごとの
産業課題や収益性を把握した上
で、融資ポートフォリオの最適化
と施策の修正を機敏に行い続ける
ことを求められる。野村総合研究
所（NRI）は、地域産業の情報を
機敏に捉え経営意思決定に活かす
このような仕組みを「エリア経営
インテリジェンス」と呼んでいる。

詳細は次節で述べるが、「エリ
ア経営インテリジェンス」は、「地
域の注目産業を特定する」「注目
産業の現状分析と将来予測を行
う」「戦略をアクションへ落とし

込む」「活動結果を評価し改善す
る」という 4 つのステップで進め
る（図）。

具体的には、商圏において収益
機会を見込める産業（注目産業）
にめどを付け、その産業が置かれ
ている環境を分析して業界再編の
可能性などの見通しを立て、その
見通しと自社のポジションを踏ま
えて収益機会獲得に向けた施策を
策定する。さらに、その施策の実
行で中核となる企業への事業性融
資を行い、適宜、支店の活動状況
や融資先企業の業績をモニタリン
グして、施策や事業支援の方針な
どを修正することになる。

「エリア経営インテリジェンス」
の取り組みステップ

ここでは、「エリア経営インテ
リジェンス」の 4 つのステップを
少し詳しく解説する。

①地域の注目産業を特定する
まずは、優先的に投資すべき産

業（注目産業）を、収益性と適合
性の 2 つを考慮して特定する。

収益性には市場規模、市場成長
率、経済波及効果という 3 つのポ
イントがある。適合性の観点とは、
自社の差別化要素や競争力を活か
せるかどうかということである。
これらを考慮して地域の注目産業
を特定することになるが、たとえ

図　「エリア経営インテリジェンス」の概念

①地域の注目産業を
　特定する ②注目産業の現状分析と将来予測を行う

【分析観点】

バリューチェーン

【将来予測】

● 鍵となる収益化要因
（調達コスト圧縮、生産革新、販路拡大）

● 注目産業の将来動向・方向性
（業界再編・統合、異業種連携、バリューチェーン再構築）

技術の進展度

収益性・キャッシュフロー 事例・動向

③戦略をアクションへ
　落とし込む

地域・産業
レポート

戦略・
施策一覧

アクション
KPI

④活動結果を評価し
　改善する

収
益
性

適合性

社内DB
活動履歴・
取得情報

自
社
の
強
み
や
他
地
域
・
他
業
界
動
向

な
ど
の
ア
ッ
プ
デ
ー
ト

営業活動
施策一覧

地域拠点



54 知的資産創造／2019年5月号

ば、過去の取引実績が多く、自社
との信頼関係を構築できている企
業が多い産業、自社内に豊富な情
報が蓄積されている産業などが候
補となる。

注目産業は、総務省の「日本標
準産業分類」で定められている細
分類の項目にまで分解して特定す
ることが望ましい。「日本標準産
業分類」では、たとえば大分類の

「農業、林業」は中分類で「農業」
と「林業」に分けられ、「農業」
は「耕種農業」「畜産農業」など
に小分類される。「耕種農業」は
さらに「米作農業」「野菜作農業」

「果樹作農業」などへ細分類される。
細分類の項目にまで分解すべき

なのは、次のステップである「注
目産業の現状分析と将来予測」を
効果的に行うためには、特性（バ
リューチェーンの特徴や収益構
造、技術の進展度など）の異なる
産業を切り分ける必要があるから
である。まずは大分類〜中分類程
度で注目産業にめどを付けてから
段階的に細分化していくことにな
るが、その都度、前述の収益性と
適合性を考慮する。

②注目産業の現状分析と将来予測
を行う
地域の注目産業を特定したら、

当該産業の収益拡大の鍵となる要
因を知るために、現状分析と将来
予測を行う。

現状分析では、当該産業のバリ
ューチェーンの特徴、そこに属し
ている企業の財務状況と収益性

（売上高・コスト構造など）、キャ
ッシュフローなどを分析する。こ
れにより、当該産業における差別
化要素が特定されることになる。

将来予測は、他地域の同じ産業
の事例や動向を参考に行う。たと
えば、企業の収益性が生産額の大
小に左右される（規模の経済が働
く）産業で、しかもその産業にお
ける企業間の規模の違いが大きい
地域であれば、近い将来に業界の
再編・統合が加速するだろう、と
いった具合である。

産業の現状分析や将来予測に
は、その産業に関する深い専門知
識に加え、他の地域や産業の事例・
動向に関する幅広い知識と、それ
らを組み合わせて有益な示唆を導
き出せる洞察力が不可欠である。
そのため、必要に応じて外部の専
門家の協力を得ることも考えるべ
きである。

③戦略をアクションへ落とし込む
注目産業の収益拡大の鍵となる

要因、将来の見通し、自社のポジ

ションを踏まえ、自社の戦略・施
策を策定し、実行に移す。

ここで重要なのは、策定した施
策を確実に実行に移すために、地
域拠点の人員面の強化や評価体系
の変更を行うことである。たとえ
ば、施策に沿った営業方針の策定
や活動状況の管理を行うために、
産業分析や施策策定に携わったメ
ンバーを地域拠点へ配置すること
や、施策の実施状況を把握できる
指標（アクション指標）を設定す
ることである。

現状では、多くの金融機関にお
いて、地域拠点の営業方針の策定
や活動状況の管理が現場に委ねら
れており、また現場では足元の目
標達成のための営業活動を優先さ
せる結果、新しい施策が思うよう
に進まないことが少なくない。新
しい施策の推進は、これまで取引
がなかった企業に対する事業の提
案や連携が必要となるため、地域
拠点にとって取り組みの難易度は
高い。そのため、必要なスキルを
持ったメンバーの配置や、アクシ
ョン指標に基づく活動の評価な
ど、地域拠点と一体となって取り
組みを進められる組織の設計も必
要となる。
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段階的で着実な取り組みが鍵
「エリア経営インテリジェンス」
の出発点は、さまざまな出所のデ
ータをタイムリーに取得して分析
することである。前述したように、
従来、この作業には難しさがあっ
たが、今ではRPA（Robotic Pro-
cess Automation）やAIのような
自動化技術によって容易になって
きた。NRIも、こうした技術を活
用した「エリア経営インテリジェ
ンス」の仕組みをサービス化する
計画である。これは、『ITソリュ
ーションフロンティア』（野村総
合研究所）2018年 4 月号で紹介し
た「経営インテリジェンス」を、
地域金融機関の意思決定支援に適
用したものといえる。
「エリア経営インテリジェンス」
の重要な目的は、融資ポートフォ
リオと地域拠点の活動施策を最適
化し、必要に応じて軌道修正をス
ピーディーかつタイムリーに行う
ことである。これは、地域拠点と

④活動結果を評価し改善する
設定したアクション指標に基づ

いて、地域拠点の営業活動の状況
を評価し、必要に応じて施策の軌
道修正を行う。評価と改善のポイ
ントは、営業活動を通じて得た情
報に基づいて、地域拠点の活動方
針や注目産業の収益拡大施策の見
直しや、必要があれば注目産業そ
のものの見直しを行うことである。

前述のように、地域産業の動向
分析で用いるマクロ情報は日次で
更新されるものではなく、 1 年〜
数年に一度の更新頻度であるもの
が多い。一方、地域拠点での営業
活動を通じて得た情報は日々蓄積
される。また、このような「足で
稼ぐ情報」こそが、自社に固有の
優位性を築くものとなる。たとえ
ば、取引先企業が持つ先端技術を、
注目産業が抱える課題の解決策と
して横展開するマッチングビジネ
スなどが考えられる。

一体となった活動を行うという点
で、組織や評価体系の変更も必要
であり、その定着には時間を要す
る。このため、まずは 1 つの地域
に限定して前述の 4 つのステップ
を実行し、得られる効果を見極め、
取り組みの課題を明確にすること
が効果的である。その経験に基づ
いて、ほかの地域や産業への展開
を見据えたシステム化を進めつ
つ、組織・評価体系の設計・試行・
定着化を行うことが現実的であろ
う。

目標に到達するまでの期間が長
かったとしても、得られる効果は
大きい。ある程度は長期的な視点
を持って、段階的に着実に取り組
みを進めることをお勧めしたい。

『ITソリューションフロンティア』
2019年 4 月号から転載
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